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はじめに 

 

（一社）日本フードサービス協会は業界の産業化を推進し、イノベーション

を実現する中核的経営人材の育成を協会の使命として、設立以来、様々なカリ

キュラムを構築・実践してきました。また、長期的展望に基づいた外食産業の

発展に資する研究や人材育成を推進するため、高等教育機関と連携した活動に

取り組んでいます。 

協会は 2017（平成 29）年 10 月 17 日に、「食」を総合的に教育する日本初

の学部として食マネジメント学部の開設を予定していた立命館大学と包括協定

を締結し、「総合講義」科目への講師派遣やセミナーの開催など、同学部との  

産学連携教育プログラムを推進してまいりました。 

そして、2021（令和３）年４月には、フードサービスに関わる学術研究の  

推進、産業界のマネジメント人材の育成を目的に、同学部の学生が希望する  

研究テーマに基づき、その研究活動を支援する「ＪＦ・食マネジメント学部  

（研究科）研究助成」制度を立ち上げました。初年度は応募のあった９本の  

研究プロジェクトを採択し、協会会員企業の協力を得て、研究テーマに基づく

インタビュー調査や実地研修（フィールドワーク）を行いました。 

2022（令和４）年１月 28 日には、その研究成果を披露するための「ＪＦ・   

立命館大学 研究助成 成果報告会」を大学との共催により開催し、各研究プロ

ジェクトを代表する学生が発表を行いました。  

本報告書には、立命館大学食マネジメント学部・研究科の指導教員と学生が

日本フードサービス協会と連携して研究した成果がまとめられています。  

本報告書が食の分野を志す学生や業界関係者、ご一読いただいた皆様にとって、

何かひとつでもお役に立てることがあれば幸いです。研究活動にご支援をいた

だきました連携企業、大学関係者の皆様には心より御礼を申し上げます。 

 

令和４年３月 

一般社団法人日本フードサービス協会 

会 長 赤塚 保正 

副会長／教育研修委員長 根岸 榮治 
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15:55 休 憩

令和４年１月２８日
ＪＦ・立命館大学 研究助成 成果報告会 プログラム

14：00 ▶ 14：10

開会挨拶

（一社）日本フードサービス協会 赤塚 保正 会長

立命館大学 鎌谷 かおる 食マネジメント学部 副学部長

14:10 ▶ 14:15

研究テーマ紹介

●司会進行 立命館大学 新村 猛 客員教授

17：25 ▶ 17：30

閉会挨拶

（一社）日本フードサービス協会 根岸 榮治 副会長／教育研修委員長

14:15 ▶ 17:25

研究成果発表（スライドプレゼンテーション）・質疑応答

●研究テーマ
14:15 １．「移動する」食の未来－過去の知見を活かした時代に寄り添う移動販売の提案

指導教員：鎌谷 かおる 准教授 連携企業： ㈱リンガーハット

14:35 ２．外食産業における持続可能な食品ロス対策

指導教員：吉積 巳貴 教授 連携企業：康正産業㈱

14:55 ３．マクドナルドのナゲットの形と好み

指導教員：和田 有史 教授 連携企業：日本マクドナルド㈱

15:15 ４．スターバックスの地域に根差した店舗づくりの実態調査

指導教員：高田 剛司 教授 連携企業：スターバックスコーヒージャパン㈱

15:35 ５．高齢者を対象とした給食サービスの現状と課題 日中比較を中心として

指導教員：小沢 道紀 教授 連携企業：㈱グリーンヘルスケアサービス

16:05 ６．サイゼリヤの英知で町の飲食店を救う

指導教員：金井 壽宏 教授 連携企業：㈱サイゼリヤ

16:25 ７．琵琶湖の湖魚をはじめとする淡水魚の外食産業利用に関する研究

指導教員：阿良田麻里子 教授、吉積 巳貴 教授、高田 剛司 教授 連携企業：㈱美濃吉

16:45 ８．グローバリゼーションにおける食文化が外食産業に与える影響

指導教員：安井 大輔 准教授

17:05 ９．食サービス産業におけるロボット・ 導入に対する意識と生産性に関する調査

指導教員：野中 朋美 准教授 連携企業：㈱プロントコーポレーション
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テーマ

連携企業

指導教員 鎌谷　かおる カマタニ　カオル

立石　綾 タテイシ　リョウ

信定　昌樹 ノブサダ　マサキ

長谷川　千尋 ハセガワ　チヒロ 発表者

三浦　加帆 ミウラ　カホ 発表者

森川　夏光 モリカワ　ナツミ

三島　純菜 ミシマ　ジュンナ

大徳　萌々子 ダイトク　モモコ

メンバー

「移動する」食の未来－過去の知見を活かした時代に寄

り添う移動販売の提案

㈱リンガーハット
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日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

 

１．研究の概要 

 本研究は、移動販売（振売・屋台・キッチンカー）に焦点をあて、その歴史的変遷を食

の流行や社会状況を踏まえつつ分析することで、日本における食の移動販売形態の未来

を模索しようとするものである。 

 本研究の着想の背景は、本研究グループでのこれまでの活動において、江戸時代と現代

の屋台についての比較分析をおこなった際に、移動販売の有り様が食の流行のみならず、

当該期の社会が抱える課題やニーズを反映しているということを理解できたことにあ

る。 

２．研究の目的 

 本研究では、①移動販売の江戸時代から現在まで約 400 年間の歴史的変遷を丁寧に整

理し、②食の販売形態の変化が、社会のニーズや課題とどのように結びついてきたのかを

段階的に把握し、③未来の社会が求める食の販売形態を提案することを目的としている。 

３．研究の方法 

 本研究の方法は、①従来から進めている江戸時代から現在までの移動販売に関する歴

史資料の調査分析、②移動販売に関わる企業様（株式会社リンガーハット様）と連携し、

現在の移動販売に関する調査、の２つの調査をおこない、目的を達成するための分析を試

みる。 

４．研究成果 

（本研究の成果） 

 本研究では、「移動販売」に着目し、長い歴史のそれぞれの時代において、どのような

移動販売が存在し、いかなる社会背景や時代のニーズに応えてきたのかを研究した。また

それと同時に、株式会社リンガーハット様との連携を通じて、近年における移動販売の特

質や課題、社会における役割について検討した。その結果、未来において社会に必要とさ

れる移動販売のあり方について、展望することが可能となり、未来に寄り添う「移動販

売」のあり方を提案することができた。 

（本研究から得たこと） 

本研究によって、参加学生は以下の３点の力を身につけることができた。 

① 現代社会の課題を歴史的な観点を踏まえて考える力 

本研究では、コロナ禍によって、特に注目されるようになった、フードデリバリー市

場の成長を踏まえて、「食を運ぶ」ことが社会においてどのような役割を果たすのか

について検討した。これらの研究を通じて、現代社会の課題や問題を歴史的な観点を

踏まえて考える力を培った。 

② １つの研究対象をインテンシブに分析することの意味／意義を理解する力 

本研究では、「移動販売」に着目し、社会における存在意義を徹底して長期的なスパ
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ンで研究をした。これらの学びを通じて、１つの研究対象に拘って徹底的に検討する

意義を考えることができた。 

③ 食に関する実践的な学びを通じて、見えてきた課題に取り組む力 

株式会社リンガーハット様との連携により、移動販売の体験をすることができた。実

践的な学びの機会は、大学内では得られない機会であり貴重な体験を通じて、課題を

発見することにつながった。 

（研究成果発信） 

本研究の成果について、以下の発表をおこなった。 

① 学内向け成果発表 

「『移動する』食の未来―過去の知見を活かした時代に寄り添う移動販売の提案」成果発

表展示 

 日時：2022 年２月 1 日（火）〜3 日（木）9 時〜17 時 

 場所：立命館大学 B K C キャンパス アクロスウィング６F ライブラリーギャラリー 

② 学会発表（スライドショーセッション） 

「『食を運ぶ』を考える−時代に寄り添う移動販売の形態と変遷−」 

 立石綾、信定昌樹、長谷川千尋、三浦加帆、三島純菜、森川夏光、大徳萌々子、 

田上祐也、鎌谷かおる 

 日時：2 月 13 日（日） 

 場所：和食文化学会第４回研究大会（zoom 開催） 

５．資金使途 

移動販売に関する調査旅費 

 滋賀県草津市→長崎県長崎市・諫早市（学生８名／教員１名） 
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テーマ

連携企業

指導教員 吉積　巳貴 ヨシヅミ　ミキ

上田　涼七 ウエダ　スズナ 発表者

宮内　真由子 ミヤウチ　マユコ

簑原　瞳 ミノハラ　ヒトミ

松本　愛梨 マツモト　アイリ

篠田　侑佳 シノダ　ユカ

メンバー

外食産業における持続可能な食品ロス対策

康正　産業㈱
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日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

 

１．研究の概要 

 SDGs で食料廃棄を削減することが目標に定められ、日本でも食品ロス削減推進法が施行さ

れるなど、食品ロスの政策が世界で広がっている。新型コロナウイルスで多大な影響を受ける外

食産業において、大きな負担とならない食品ロス削減対策の検討が重要である。そのような中

で、コスト削減や、余剰食材の再商品化、廃棄食品の堆肥化や家畜の飼料化、そしてバイオガ

スとして新たな商品にするビジネスも生まれている。  

２．研究の目的 

本研究の目的は、①国内外の外食産業の食品ロス対策状況の調査、②食品ロスにつながる

余剰食材の利用状況や食材の再商品化の利用可能性の検討、③廃棄せざるを得ない食品の

堆肥化やバイオガスや家畜の餌への利用状況の調査、④余剰食品・廃棄食品の需要と供給の

マッチング状況の調査を行い、それらの調査をもとに、⑤外食産業の持続可能な食品ロス対策

の検討を行う。 

３．研究の方法 

食品ロス削減対策を進める康正産業への現地調査、聞き取り調査を行い、食品ロス削減対策

の実施方法について調査する。また、食品残渣廃棄量などのデータをもとに、業態や店舗ごと

の分析を行い、食品ロス削減対策の検討を行なった。詳細の活動内容は以下の通りである。 

■6 月 21 日オンラインにて意見交換 

■康正産業の食品ロス実施状況の質問票を提出→康正産業の SDG担当者より資料提供 

■8/23.24 鹿児島訪問予定⇒緊急事態宣言に伴い一旦延期。 

11 月 20 日： 

・ ふぁみり庵はいから亭与次郎本店にて肥田木康正 代表取締役との面談 

・ 濱崎英樹 執行役員 ブランド戦略本部長、米倉健 ブランド開発課長への食品ロス削減

対策についての聞き取り調査を実施 

・ ビュッフェレストラン ファミリアーレ・キッチン現地調査 

・ 山実水産有限会社 山口憲一郎 代表取締役社長による、康正産業と山実水産との連携

の説明 

11 月 21 日： 

・ 寿司まどか 東開店の食品ロス調査、店長への聞き取り調査 

・ 南栄加工センター 現地調査、液状肥料化システムの見学 
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・ ワークショップ（本社会議室）にて、食品ロス調査方法について意見交換 

 

■データ分析・事例収集： 

・各店舗の食品廃棄量、客数のデータ分析 

・他会社のビュッフェスタイルレストランのドギーバック導入事例の収集 

■オンライン会議の実施。データ分析結果、プレゼン内容の打ち合わせ 

４．研究成果 

 康正産業への現地調査、聞き取り調査から、康正産業が実店舗において様々な食品ロス削減

対策の方法や実施状況を明らかにした。実施されている対策は以下の通り。 

 

・食品廃棄の抑制 

・焼肉食べ放題プランにおける提供方法の工夫 

・1 日に 2回の食品廃棄量の計測→データとして可視化 

・余剰食品の賄いへの提供 

・余剰食材の再商品化 

・加工センターにおける余剰野菜を動物園に提供 

・食品廃棄物の分別およびリサイクル(自治体の生ごみ堆肥化事業への協力) 

・ビュッフェ形式における食べ残しに関する注意喚起 

 

 ドギーバッグに関しては、まだ現時点では導入は未定であり、現在では顧客からの自己申告

があったときのみ持ち帰りが可能となっている。また、これからの課題としては SDGs と会社利益

のバランスの取り方ということが挙げられる。 

 

今後の活動案としては、①ドギーバッグのトライアル、②ビュッフェ等の食品残渣量の測定・デ

ータ分析の検討、③消費者への情報発信方法の検討である。 

５．資金使途 

旅費：南草津⇔鹿児島間の交通費、宿泊費 
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テーマ

連携企業

指導教員 和田　有史 ワダ　ユウジ

江口　更紗 エグチ　サラサ 発表者

加藤　圭悟 カトウ　ケイゴ

吉田　奈央 ヨシダ　ナオ

廣政　樹 ヒロマサ　タツキ

桜井　美穂 サクライ　ミホ

メンバー

マクドナルドのナゲットの形と好み

日本マクドナルド㈱
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日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

１．研究の概要 

マクドナルドで販売されているチキンマックナゲット®は４種類の形状があり、ボール、

ベル、ブーツ、ボーンと呼ばれている。本研究では、チキンマックナゲットを用いて、形

状の多様性が視覚的なおいしさの評価に与える影響を明らかにすることを目的とした。

実験１ではナゲット単体の画像、実験 2 では実際に皿に盛ったナゲットを対象として、

見た目のおいしさについて参加者に評価をさせた。実験３では 1 種類（ボールまたはブ

ーツ）、4 種類を盛り付けたナゲットを実際に試食し、最初と最後に食したナゲットにつ

いて 12 個の項目について評価をさせた。実験１および実験２より、ナゲットは種類のバ

リエーションが増えるにつれてよりおいしそうに見えると評価されたことから、食品の

形状による外観の多様性は食品としての魅力を向上させることが明らかになった。また、

ナゲットの外観の嗜好の説明変数として形状の真円度とアスペクト比の平均や分散が有

効であることが示された。さらに実験 3 の結果、形状にバリエーションがナゲットを食

べたときの方が単一の形状のナゲットを食べるよりも感性的満腹感が生じにくいことが

示された。このことから、形状の多様性は食事においてその食品をより多く、美味しく食

べ続けられることに有効である可能性を示した。 

２．研究の目的 

食品（チキンマックナゲット®）の形状の多様性が視覚的なおいしさの認知に与える影響

を検討することを目的とした。 

３．研究の方法 

【実験１】立命館大学の大学院生と学部生 24 名が実験に参加した。刺激としてマクドナ

ルドのナゲットを用い、種類ごとにナゲット単体で撮影した 4 枚の画像を使用した。実

験は 1 名ずつ行った。PowerPoint のスライド画面上に表示される４枚の画像をおいしそ

うに見える順に黒枠内で並べるように指示された。制限時間は設けられていなかった。 

【実験２】参加者は実験１と同じであった。刺激には、マクドナルドのナゲットを 5 個

ずつ紙皿に盛り付けたものを使用し、15 通りの組み合わせを作った。参加者は実験１と

同様に、その皿に盛られてあるナゲットがどのくらいおいしそうに見えるかを判断し、参

加者自身が感じた位置にナゲット皿を自由に配置することで評価を行った。15 個すべて

を配置し終えると、事後アンケートに答えた。 

【実験 3】立命館大学の大学院生・大学生 20 名が実験に参加した。刺激にはマクドナル

ドのナゲットを皿に盛ったものを用い、1 種類条件と 4 種類条件を設けた。各条件の参加

者は最初に提示されるナゲット 1 個（ボールかボーン）を試食し、そのナゲットについ

て評価を行った。次にナゲットを６個摂取した後、再度提示されるナゲット 1 個（ボー

ルかボーン）を試食し、評価を行った。1 種類条件では 2 回の評価の間に食べるナゲット

がボールのみかボーンのみで構成されていた一方で、4 種類条件では 4 種類全て混ざっ
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ていた。参加者は VAS 法によって「香り、口当たり、後味、おいしさ、かたち、好み、

見た目、快適さ、食欲、満腹感、飽き、満足感」の 12 個の評価項目について評価した。 

４．研究成果 

【実験１】ナゲットの形状と参加者の見た目のおいしさ評価について分析を行なった結

果、ナゲットの形状の違いによって評価に有意な差が見られた。中でもボールの評価が低

く、ボールは他の 3 つの形状よりも有意に低く評価されていたのに対して、ベル、ブー

ツ、ボーンの 3 つの形状の間には有意な差がなかった。 

【実験２】ナゲットの種類数ごとに見た目のおいしさの評価について比較した結果、ナゲ

ットの種類数が増えるにつれて、参加者のナゲットに対する見た目のおいしさの評価が

向上したことから、ナゲットの形状の多様性が視覚的なおいしさの認知に影響を及ぼし

ていると考えられた。また、ナゲットの組み合わせごとに参加者の評価を比較したとこ

ろ、評価には有意な差が認められ、ボールのみの 1 種類条件は最も低く評価された。ま

た、2 種類条件ではボールが入っている組み合わせの評価が全体的に低かったが、3 種類

条件の場合では組み合わせの中にボールが含まれてもナゲット皿に対する評価にあまり

違いは見られなかった。このことから、視覚的に好まれない形状のナゲットは単体や 2 種

類条件では見た目のおいしさの評価に影響を与えるが、形状の種類数がそれよりも増え

ると他の形状のナゲットとのグループ提示によってチアリーダー効果が生じて全体の評

価が向上した可能性がある。さらに、実験１で撮影したナゲットの画像から真円度とアス

ペクト比を算出し、重回帰分析を行なったところ、アスペクト比の平均と真円度の平均、

その標準偏差からおいしさの期待度のおおよそを説明できることが分かった。したがっ

て、形状の丸さとアスペクト比のバランスがナゲットの見た目の集団的なおいしさに大

きな影響を与えていると考えらえる。 

【実験３】1 種類条件と 4 種類条件で、1 回目と 2 回目の評価の得点差を各項目で比較し

たところ、快適さ、食欲、飽きの項目で有意な差が認められた。1 種類の方が 4 種類より

も評価が大きく評価が低下していたことから 1 種類だと感性的満腹感がより強く現れる

ことが示された。このことより、形状の種類数の違いによって感性的満腹感 (心理的な飽

きによって生じる同一の食品に対する満腹感、食味の評価の低下) の程度に差が表れる

ことが明らかになった。 

以上の知見は、代替肉など、人工的に形態をコントロールしうる今後の食品の流通にお

いて、食品の形状の多様性によって消費量をコントロールすることで、高齢者の食生活改

善などに繋がる商品開発に貢献できる可能性がある。 

５．資金使途 

物品費：ナゲット、紙皿、方眼紙、プラスチックカップなど 

交通費（南草津―草津イオン、草津イオン―立命館大学）など 
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テーマ

連携企業

指導教員 小沢　道紀 オザワ　ミチノリ

王　乾 オウ　カン 発表者

張　羽 チョウ　ウ
メンバー

高齢者を対象とした給食サービスの現状と課題-日中比較

を中心として

㈱グリーンヘルスケアサービス
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        日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

 

１．研究の概要 

日本と中国は、これからかつてないほどの高齢化社会になる。日本では、高齢化におい

て中国よりも先に進んでおり、様々な対応がなされている。その中で食に関してみれば、

高齢者に対する給食サービス産業は 30 年ほどの歴史があり、この間のさまざまな蓄積

が、世界の高齢者給食サービスをリードしていると考えられる。これに対して、中国は急

速な高齢化社会が進展しつつあるところであり、高齢者への様々な対応は、まだ進展して

いる途上にある。そこで、本研究では、日本における高齢者への給食サービスについて、

実際の事例を検討し、中国の高齢者への給食サービスへ適応できる可能性について検討

する事とする。 

 

２．研究の目的 

上記の概要を最終の目的としているため、本年度の研究助成において、日本の高齢者給

食サービスを行っている企業へのインタビュー調査を行い、そのサービスの実情を把握

する事とする。最終的には、日本における高齢者給食サービスを中国の高齢者給食サービ

スと比較することで、その解決策を検討する修士論文を作成する。 

 

３．研究の方法 

質的研究 

（文献調査とインタビュー調査） 

４．研究成果 

本年度、株式会社グリーンハウス様に対して、インタビュー調査を 11 月 15 日～11 月

16 日にかけて事業所(A 大学病院、B 特別養護老人ホーム（兼障がい者施設）、C 特別養

護老人ホーム（兼障がい者施設）、D 有料老人ホーム、E 有料老人ホーム）の訪問を行っ

た上で、1、給食生産プロセスを考えた上で施設をデザインしていること 2、多様な調理

方式と食種、施設別のニーズや高齢者の特徴に合わせながら選択可能な食事を提供して

いること。3、現場調理スキルが強み、食以外の付加サービスも重視されること。4、食

材、個人対応、栄養バランス、イベントに工夫していることがわかった。 

以上、日本の高齢者における給食サービスの特徴、生産プロセス、特に施設別の食種の

特徴と給食システムについて、今度の現地見学とインタビューを通じて深めた。 

 

５．資金使途 

インタビュー調査のための交通費および宿泊費 
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連携企業

指導教員 金井　壽宏 カナイ　トシヒロ

長谷川　梨香 ハセガワ　リカ 〇発表者

江波戸　七央 エバト　ナオ 〇発表者

井地　慶乃 イヂ　ヨシノ 〇発表者

メンバー

㈱サイゼリヤ

サイゼリヤの英知で町の飲食店を救う
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日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

 

 

１．研究の概要 

 新型コロナウィルスの感染拡大により、多くの飲食店が苦境を強いられ、現在もその状況は続いている。
私たちは、飲食店の繁栄はその町の繁栄にも大きく関与すると考えている。そこで、町の個人経営の飲食

店が繁盛するには、株式会社サイゼリヤにおいて蓄積されたノウハウが活用できるのではないかと考えた。
特に、外食産業で重要な役割を果たす人事生産性に着目して研究を行う。 
 人事生産性については、日本の外食産業の多くが3,000円前後とされる中、サイゼリヤは4,000円代という
高い人事生産性を成し遂げている。さらには、6,000円という高い目標も掲げており、日々、生産性の向上に
努められている。本研究では、それらを実現する「原理原則」に基づいた店舗マネジメントの調査を通して、
サイゼリヤの高い人時生産性の秘訣を明らかにしたい。 
※人時生産性＝店が1日で生み出す粗利益÷その日に働いた従業員の総労働時間 

２．研究の目的 

「サイゼリヤの英知で町の飲食店を救う」 

 本研究の目的は、サイゼリヤの事例から学び、外食産業において人時生産性を高めるための方策を見出

し、そのノウハウを町の飲食店に応用して、日本の外食産業を盛り上げることである。 

３．研究の方法 

① 文献調査 

 『フードサービス産業チェーン化入門』（渥美俊一、柴田書店）、『店長の条件』（川崎進一、アール・アイ・

シー）など、飲食店の産業化と人時生産性の向上について、文献調査を行った。 

② インタビュー調査及びマニュアルの分析 

 株式会社サイゼリヤ変革推進部長・内村様、総務部広報・秘書・儀間様とオンラインにて計４回のミーティ

ングを行った。店舗マニュアルや人材マネジメントについてレクチャーを受け、マニュアルやシフト表などの

資料を分析した上で、インタビュー調査も行った。 

③ 店舗視察及びインタビュー調査 

 2021年12月10日㈮に新形態店舗の地下鉄赤塚店（東京）を視察し、営業時間前のキッチンとフロアの見

学、また、内村様、研究開発部・中村様、地下鉄赤塚店マネジャー・権平様へのインタビュー調査を行った。 

４．研究成果 

はじめに 

 サイゼリヤの原理原則に基づいた考え方こそが、個人飲食店の人事生産性を上げるヒントになるかもしれ

ない。私たちがサイゼリヤから学ぶべきところは、店舗での細かなルールよりも、その根幹にある「原理原則

に基づいたサイゼリヤ流の考え方」である。それは、「その作業は本当に必要なのか」、「人間がやるべきとこ

ろはどこか」、「その作業によって得たい本当の効用は何か」を徹底的に考えることであると考えた。 

 サイゼリヤでは、従業員のムダな作業を１秒単位で徹底的になくし、接客などの人が行う意義のある仕事に

時間が割けるような仕組みになっている。それが最も見えたのが、店舗での視察調査時である。そこで得た

学びを主に以下の３つに分類する。第一にマテハン理論（マテリアル・ハンドリング、機械による作業）を活用

した店舗設計、第二に積極的な機械の導入、そして第三に原理原則に基づいた器機の設計と材質へのこ

だわりである。これら３点を店舗で実際に活用されている事例を挙げ、その後、個人飲食店の人時生産性の

向上について考察する。 

 

原理原則に基づいたサイゼリヤ流の考え方 

① マテハン理論を活用した店舗設計 

 サイゼリヤでは、マテハン理論に基づいた機械の導入やモノの配置によって理想的な作業の動線の確保

がされており、店舗にはこの理論が至る所で応用されていた。例えば、キッチンでは、レイアウトが面積の広

さではなく、空間の高さも考慮した体積を意識した設計になっている。具体的には、パスタをゆでる機械の隣

にパスタとソースを絡めるコンロがあり、その上の棚には提供用の皿が収納してあった。そのため、従業員が

移動せずとも、手の動きだけで調理から提供までできるようなレイアウトが整っている。その他にも調理器具

の配置場所がすべて決まっている。これによって、調理器具がない場合は誰かが使っているとすぐに判断で

き、調理器具を探すというムダな時間をなくす仕組みになっている。また、忙しい業務の中でも、「とりあえず」
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と安易に物を置きっぱなしにさせない工夫の一つでもある。 

② 積極的な機械の導入 

 店舗ではミストが出るシンクが導入されている。以前は、食べ終わった食器は水に漬けていたが、それでは

漬けている水が汚れて不衛生なこと、また濁ることでシンクの底が見えなくなり、怪我の要因になるなどの問

題点があった。しかし、ミストであれば、汚れをこすり落とす必要もなく、既存の問題点も解決できる。この他

にも、自動で適量が出るサラダマシーンや炊飯器、ビールサーバーなどが導入されている。これにより、従

業員のスキルの差異による商品のばらつきや作業時間にムダが出ないような仕組みが構築されている。 

③原理原則に基づいた器機の設計と材質へのこだわり 

 店舗で使用される器機については、設計や什器備品の材質で解決できるところは、設計・発注・制作の時

点で計画された上で投資され、後の店舗での作業でムダやムリが生じないように意識されていた。例えば、

フロアの机の足はH型であり、椅子は軽量で運びやすく、重ねやすい仕様になっている。また、店内の段差

が少ないため、掃除がしやすく、スタッフの疲労によるミスを誘発しないことも、あらかじめ設計の中で配慮さ

れていた。 

 食器については、水垢がつきにくい材質、重ねやすい形状、女性やシルバーでも持てる軽さにしてあり、

拭く手間を省くために温水も導入して自然乾燥しやすくされている。この他にも、使用済みのカトラリーのみ

を洗うようにするための設置方法や紙に書くオーダー制度など、例を挙げればきりがない。 

 

寿司屋での実験 

 このように、サイゼリヤの高い人事生産性には徹底した合理化があった。このような合理的な視点で個人経

営の寿司屋（長谷川の実家）を見直してみたところ、すぐに３つの課題と改善案が見つかった。 

 課題① カウンターに顧客がいてもいなくても、常に箸、箸立て、醤油皿、おしぼりおきが設置されているた

め、閉店後に顧客が使用していない分も洗うことになりムダである。→改善案：顧客が席に着いたら、スタッフ

が用意すれば良い。 

 課題② あんみつの皿が、盛り付けを行う作業台の下にある。→改善案：マテハン理論を考えれば、かが

んで取らなければいけない位置に皿があるより、手を伸ばせば簡単に届く作業台の上にある方が良い。 

 課題③ 料理を出すのと同時に、人数分の取り皿を持っていく。料理と取り皿は重く、同時に持てないた

め、２往復している時もある。→改善案：あらかじめ一定数の取り皿を個室に置いておき、顧客が自分で必要

な分を取れるようにすれば良い。 

 

おわりに 

 上記のように、飲食店には多くの改善余地があるのだろうと感じる。しかし、サイゼリヤの店舗視察やインタ

ビュー調査で学んだノウハウを個人飲食店に落とし込もうとした際に、立ち止まって考えたことがある。それ

は、そのまま取り入れても、それぞれの個人飲食店の文化と合わなければ、意味がないということである。 

 サイゼリヤに存在している合理的な方法は、過去の認識と経験の集積であり、スタッフ一人ひとりの気づき

が共通財産となって生み出されたものである。だからこそ、サイゼリヤにおいて最適なものとなっているが、そ

れが必ずしも他店でも有効であるとは限らない。なぜなら、顧客がそのお店に求めることが違うからこそ、残

すべき作業もあるからだ。その店の文化、規模、形態が異なれば、常に最適解は異なる。大切なことは、サイ

ゼリヤの根幹にある考え方に基づいて、各店に合った形を創ることだと言える。 

 本研究では、サイゼリヤの高い人時生産性は、小さな改善が何百回、何千回と積み重ねられて生まれた

店舗づくりによるものであると分かった。ここには、現場の従業員が提案をしやすい雰囲気、その提案を実現

する経営者の決断があることを忘れてはならない。今後さらにサイゼリヤ研究を深め、その英知を個人飲食

店に生かせるよう、個人店の課題を明らかにしどのように実践的に応用することができるか研究を続けたい。 

５．資金使途 

交通費：82,812円（南草津駅～地下鉄赤塚駅、３名往復）、宿泊費： 36,000円（１泊、３名） 

書籍代：6,854円（『店長の条件』川崎進一、アール・アイ・シー、3冊） 
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サイゼリヤの英知で町の飲食店を救う
（研究目的、研究内容、今後の計画）

食マネジメント学部 長谷川、井地、江波戸

サイゼリヤの事例を基に、外食産業において人時生産性を高めるための方策を
分析・考察し、それらを町の飲食店に応用し、日本の外食産業を盛り上げたい。

仮説

調査結果

提案

サイゼリヤの人事生産性が高い理由は、マニュアルにある。

マニュアルは、マテハン理論等に基づいた店舗設計があって
こそのものであった。そのため、個人経営店に落とし込むと
いう視点で見たときに、以下の二点で問題があった。

１．店舗設計をそのまま個人経営店に応用することは難しい。

２．マニュアルも営業形態や企業文化によって最適は異なるため、
そのまま応用することは難しい。

この結果から、マニュアルではなく、サイゼリヤの根幹にある考
え方を個人経営店に応用し、各店に合った形を作ることが重要だ
と分かった。

目的

今後の計画

サイゼリヤの根幹にある考え方とは、「その作業によって得たい
本当の効用は何か」を皆で考え、何百回、何千回と改善を重ね、
作業のムダ、ムリ、ムラを徹底的に取り除くことである。

サイゼリヤ流の考え方には、個人飲食店の環境を改善できるヒン
トがたくさんあると感じた。そのため、今後は、個人飲食店の現
場で起こっている課題やそれらが起こる背景にも焦点を当てなが
ら、より実践的に人時生産性について研究していきたい。
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テーマ

連携企業

指導教員
阿良田 麻里子、

吉積 巳貴、高田 剛司

ｱﾗﾀ ﾏﾘｺ/ﾖｼﾂﾞﾐ ﾐｷ/

ﾀｶﾀﾞ ﾀｹｼ

馮　志健 ヒョウ　シケン

徐　铭鸽 ジョ　メイコウ

熊　一璠 ユウ　イチハン

池田　侑花 イケダ　ユウカ

板谷　美穂 イタダニ　ミホ

中西　彩香 ナカニシ　アヤカ

日根　梓 ヒネ　アズサ

吉川　真珠 ヨシカワ　マユ

荒木　真凜 アラキ　マリン

チェ　ヘリン チェ　ヘリン

HEO Shim Young ホ　シムヨン

福本　万里愛 フクモト　マリア

吉田　夏海 ヨシダ　ナツミ 発表者

大原　羽遥 オオハラ　ハズミ

平田　涼香 ヒラタ　リョウカ

中村　智徳 ナカムラ　トモノリ

内村　江里 ウチムラ　エリ

松田　耀 マツダ　ヒカル

奥村　海斗 オクムラ　カイト

川崎　雄太 カワサキ　ユウタ

藤井　夢佳 フジイ　ユメカ

堀　拓樹 ホリ　ヒロキ

西條　航 ニシジョウ　ワタル

長岡　美雅 ナガオカ　ミヤビ

琵琶湖の湖魚をはじめとする淡水魚の外食産業利用に関する

研究

㈱美濃吉

メンバー
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日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

１．研究の概要 

 琵琶湖沿岸の湖魚食をめぐる状況と食文化を調査するとともに、湖魚の新市場開拓の

一助として、中国・インドネシア等の淡水魚食文化をもつ国々の調理法をとりいれ、若

い世代の日本人の嗜好に合う新しい湖魚料理を開発する。 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、食マネジメント学部および研究科の学生・院生とともに湖魚食に関

する調査や湖魚食の試作・試食を行うことで淡水魚食への理解を深めるとともに、若い

世代にも受け入れやすい湖魚料理を開発することで、新しい需要や販路の開拓につな

げ、ひいては琵琶湖の漁業をめぐるフードチェーン全体の発展に資することである。 

 びわ湖の漁業は、びわ湖の恵みである魚介類を消費者へ提供する役割を担ってきた

が、現在では水産資源の減少や流通の低迷など、複数の課題に直面している1。漁業者の

後継者不足も指摘されており、滋賀県外からの移住者をはじめ、若い世代では湖魚食に

あまり馴染みのない人々も増えている。そこで、より幅広い層に湖魚の魅力に目を向け

てもらい、資源を有効に活用して、漁業者の収入を安定させる必要がある。 

 世界には海水魚よりも淡水魚を好む民族も少なくなく、その調理法は多彩である。し

かし、現状の日本では、淡水魚はほぼ地域的な郷土料理として消費されている。和洋中

華エスニックや創作料理に幅広く利用されて海水産の魚介類と比べれば、まったく未発

達と言ってもよい。消費者動向調査では魚介類の摂取量を増やしたいとの回答が肉類を

大きく上回っている2ため、湖魚料理の将来性は大きい。滋賀県はＩＴ利用や新市場開拓

のための事業費を 2021 年度予算に計上し、漁業協同組合連合会とともに漁業の業界改

革を行おうとしている。本研究は、中食・外食産業の側から、これにこたえる新しい食

文化の創造を目指す。 

３．研究の方法 

・文献/ウェブサイトでの情報収集：おもに日本各地・中国・インドネシアの淡水魚食 

・料理の試作・試食：日本・中国・インドネシア・ラオス風や創作料理。 

          市販の加工食品の試食 

・滋賀県の淡水魚食販売状況：小売り店調査、加工業者および直売店視察・聞き取り 

・漁業者および消費者からの聞き取り 

・中国・インドネシア食材店での淡水魚販売状況調査 

                                                      

1 1）滋賀県水産課「琵琶湖の漁業と食文化についてのアンケート結果」、 

https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/4003827.pdf、最終閲覧日：2022 年 1 月 8 日 

2 2）株式会社日本政策金融公庫「平成 28 年度上半期消費者動向調査」、 

https://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_160907a.pdf、最終閲覧日：2022 年 1 月 9 日 
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・外食店調査：試食および聞き取り調査。 

 （調査対象情報と参考文献リスト及びスーパー調査の詳細は別紙） 

４．研究成果 

 漁業者からの聞き取りとして、現在多く獲れているのに販路があまりない魚としては

北湖南湖ともに、小骨の多いニゴイの名前が挙がった。海水魚の場合すりみなどの加工

用には大きな魚の身がしばしば使われるが、淡水魚は 1 匹 1 匹が小さく加工に手間がか

かるという話である。加工による単価の上昇の話は魚重産業の今井氏からも聞いた。 

  消費者調査で聞き取りをした人数は少ないため詳細は割愛するが、湖魚は価格が高

く食べ方が限られてしまう点、購入できる場所も多くないことが指摘されている。また

学生への聞き取りでも、鮒ずしなどなれずしを食べ慣れていない学生が多い。 

 一般の小売り店で市販されている湖魚商品として、現段階では佃煮が大半を占めてお

り、それ以外では鮒ずしなどのなれずしや南蛮漬けなど、ごく限られた商品しか置かれ

ていなかった。鮮魚や活魚を常設で販売している店はほとんどなく、ごく一部で季節の

魚（モロコや小鮎）を置いている程度である。ＪＡ直売店等でイベントとして直売が行

われることもあるが、多くの場合、一般消費者が鮮魚としての湖魚を購入するには、直

接漁業者に予約注文をして、漁港に買いに行く必要があり、敷居が高い。 

 試作/試食会では、市販食品の試食とともに、淡水魚料理を試作して試食したが、ア

ンケートで高評価を取れるものは多くあった。特にすべての料理の中で和風の「唐揚

げ」は最も反応がよかった。インパクトはないが、逆に受け入れられやすく親しまれや

すい商品となることが予想される。また、湖魚の最大の欠点である「小骨の多さ」もフ

ィッシュボールにすれば丸ごと食すことができ、カルシウムの摂取も可能となる。味の

変化も好みでできるため多様な用途が見込める。中国やインドネシア風の料理は、スパ

イスの味や辛みが強く好みが分かれるが、外国料理を食べ慣れた学生の間では評価が高

かった。ただし骨ごとすり身にした場合、調理直後は気にならないが、冷蔵・冷凍にし

たあと温め直すと、小骨が硬く食感が悪くなるという問題がある。 

 現段階で、商品化の際の問題としては、加工の手間が大きく単価が高くなるという点

である。フィッシュボールなどの加工品を商品化するには、安価な材料を安定的に確保

する必要がある。そのため、ふなずしの材料として高値のつく雌のニゴロブナ以外の安

価なフナ類や、ニゴイを用いるのが適しているのではないかと考える。今後さらに考え

ていくべき課題として、単価を下げる方法の模索もしくは付加価値を創造することが必

要となる。 

５．資金使途 

旅費：守山・野洲調査 

試食・試作： 

ゲスト講師謝金： 

 

84



85



86



87



88



89



90



91



92



93



94



95



96



97



テーマ

指導教員 安井　大輔 ヤスイ　ダイスケ

リ　アン 発表者

サイ　ウテイ
メンバー

グローバリゼーションにおける食文化が外食産業に与える

影響
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日本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

 

 

１．研究の概要 

日本社会では近年、本場の味を標榜している中華料理または中国料理店舗が増えてい

る。グローバリゼーションが進んでいることによって、国際的な人口移動も注目されてい

る。本研究は、異なる食文化が食行動に影響すること、外食産業に与える影響を明らかに

することを目的とし、現地調査やインタビューを行った。神戸市の南京町（調査 1）、東

京都の池袋、横浜の中華街（調査 2）を対象として、店長と来客に聞き取り調査を行った。 

調査１より、コロナ禍で来客数は以前より減少しているが固定層はあまり変化せず、中

国系、日中ルーツを持つ客が多い。また店長によると、中国料理が好きな日本人が多くな

ったから、本場の中華料理を作られるようになったという。調査２より、東京の元祖中華

フードコート「友誼食府」を選択している人々は、故郷（中国）への愛着があると判明し

た。この店は日本人客も多く来店するが、その理由としては美味しさと中国国内の多様な

地域食が食べられる店の作りから新鮮な感覚を受けることがあげられた。さらに店長へ

のインタビューでは、中華物産店と同じ場所でフードコートを営業することで、食事する

機能だけではなく、国際的な交流会のような機能も存在するという。そして、このような

新感覚の中華料理店がほかにも多く作られているとのことであった。 

このように、本研究では、中国の食文化が日本の中華食産業の営業形式、店舗に与える

影響について明らかにした。 

２．研究の目的 

中国の食文化が日本の外食産業に与える影響を分析することを調査研究の課題として、

複数の中華料理店の人気店の観察と店長と来客へのインタビューを行い、食文化と外食

産業の関係を考察する。この調査研究課題の遂行を通して、グローバリゼーションのもと

で異なる国・地域からもたらされた食文化が外食産業にどのような影響を与えるのかに

ついて検討することが最終的な研究目的となる。 

３．研究の方法 

【調査１】 

横浜・長崎の中華街と並ぶ日本三大唐人街の一つ、南京町を調査地とした。本格的な中華

料理、国際美食、中国食材を販売する店の中でも人気店である「華鳳（かほう）」を対象

として、店長や客へのインタビューを行った。 

【調査２】 

東京池袋駅の周りの中華料理店の実態を分析するため、人気店である「友誼食府（ゆうぎ

しょくふ）」とその隣の中華物産店「楽々屋」を対象として、食事風景を観察しながら、

聞き取り調査を行った。そして、日中ハーフの A さんにインタビューをして、日常生活

での外食状況について聞き取りを行った。 
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４．研究成果 

調査１と調査２から： 

①グローバリゼーションにおける食文化は外食産業と深く関係があり、外食産業はます

ます国際化されている。 

②元々は日本人向けの店として作られたが、近年、中国人・国際児（ハーフなど）に向け

た本場の味を誇る中国料理店もたくさん作られるようになっている。 

③なかでも、特に四川料理は注目されている。市場占有率が高い理由は、日本人になじみ

深いごはんに合うおかずだからである。また、上海料理や広東料理は原価が高い材料が多

く、どうしてもコストが高くなる。しかし、四川料理は豆腐や豚肉を使う料理が多く、他

の料理に比べてコストが安い。 

④中華料理または中国料理を好きな日本人は増加している。中華料理が好きな日本人は

辛い料理も好んでおり、本場の味としての中国料理を嗜好している。 

⑤コロナ禍による中華料理店への悪影響はある程度存在するが、自粛が終わると次第に

回復して、来店していた特定の客が再び来るようになり、客層の対象はあまり変わってい

ない。 

以上の知見は、グローバリゼーションが進んでいることによって食文化も多元的になっ

ていくことを示している。その中で特に中国の食文化は外食産業と深く関係がある。今回

の調査は中華料理店の増える原因と日本人が中華料理を食べに行く原因を解明した。本

場の味の中国の食文化が日本の外食産業の営業形式と開店に影響していることを示し

た。 

今回は東京都内における中国料理の人気店を主な対象として、店長、来客の話を聞いた

が、あくまでも個人的な意見であり、特定の店の一時的な結果の可能性もある。研究の精

度を上げるためには今後さらに調査を続けることが必要である。 

５．資金使途 

旅費（国内旅費交通費）： 

8 月神戸・池袋でインタビュー調査（南草津・神戸往復） 

12 月東京・横浜でインタビュー調査（南草津・東京往復） 

その他（教育研究負担金）： 

学会参加費（日本社会学会）、文房具 
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テーマ

連携企業

指導教員 野中　朋美 ノナカ　トモミ

神藤　彩乃 ジンドウ　アヤノ 発表者

小川　冴子 オガワ　サエコ 発表者
メンバー

㈱プロントコーポレーション

食サービス産業におけるロボット・AI 導入に対する意識と生

産性に関する調査
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⽇本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 

１．研究の概要 
「サービス産業におけるロボット・AI 導⼊に対する意識と⽣産性に関する調査」 
ロボットや AI など⼈と機械が協働するサービスシステムでは ⼈が介在するサービスシ
ステムならではの付加価値創出と品質・⽣産性が求められる．労働集約型のサービス現場
においては，従業員の状態や気持ちがサービス品質に与える影は⼤きい．従業員満⾜（ES）
とサービス品質を扱う研究は多く，従業員の職務満⾜度が顧客の知覚サービス品質にポ
ジティブな影響を与えること(Schlesinger ら, 1991)(Hertline ら, 1996)や，ES と顧客満⾜
（CS）は相互に連関することが⽰されている(Heskett ら, 1994)．ただし，⾃動化・機械
化・AI 導⼊は慣れ親しんだ仕事の変更や，より⾼い⽣産性を要求されるなど従業員にと
って⼀時的な負荷となる可能性がある（新村ら, 2018）．よって，⼈・機械共創サービス
システムにおいては従業員の意識や満⾜（ES）を考慮して設計する必要がある．
そこで本研究は，ロボットや⾃動化・機械化導⼊の程度が異なる飲⾷サービス企業を対

象に，⾃動化・機械化活⽤に対する意識や課題をインタビュー調査する． 
２．研究の⽬的 
本研究は，ロボットや⾃動化・機械化導⼊の程度が異なる飲⾷サービス企業を対象に，

⾃動化・機械化活⽤に対する意識や課題をインタビュー調査し，ES を考慮してより⾼い
⽣産性と付加価値創出を実現するための⾃動化・機械化導⼊・展開施策に関する知⾒を得
ることを⽬的とする． 
３．研究の⽅法 
・ロボットや⾃動化・機械化導⼊の程度が異なる店舗の現地調査
・⾃動化・機械化導⼊に関する経営層の意思決定や戦略に関するインタビュー調査
４．研究成果 
 本研究では，プロントコーポレーション様にご協⼒いただき，⾃動化・機械化導⼊に関
する意思決定や戦略，導⼊に伴う課題，導⼊後の店舗オペレーション戦略についてインタ
ビュー調査を実施した．また，ロボット導⼊やキャッシュレス導⼊を展開される複数業態
店舗様を訪問し，店舗の現地観察を⾏なった．これら調査から得られた結果は，⾃動化・
機械化導⼊に伴う ES を考慮した飲⾷サービスシステムデザインをテーマに研究を進め
ている 4回⽣の卒業研究と，修⼠１年⽣の修⼠研究の⼀部に⽣かされている． 
５．資⾦使途 
現地調査に伴う旅費・交通費 
ほか 
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